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論 文 内 容 の 要 旨 
 
沿岸域に築造された構造物、とりわけ、港湾構造物の維持管理にあたっては、塩害に対する耐久性
照査の信頼性が極めて重要である。耐久性照査の信頼性を向上させるためには、構造物表面への塩化
物イオンの供給量を高精度に予測する技術が不可欠である。従来、強風下で強いせん断力が海面に作
用することによって発生する飛沫の影響を強く受ける道路橋等の陸上構造物の塩害に関する研究は
数多く進められてきている。しかし、波が構造物に作用することによって発生する飛沫による桟橋や
護岸などの港湾構造物の塩害に対しては、飛沫の発生過程や飛沫の特性をはじめ、その研究事例はほ
とんどないのが実情である。このような状況に鑑み、本研究では、港湾構造物に波が作用する際の飛
沫の発生過程について基礎的な知見を得ることを主たる目的とし、得られた知見に基づいて実海域に
おける飛沫による港湾構造物への塩化物イオン供給低減方法について検討した結果を取り纏めたも
のである。 
本論文は全 5章で構成され、第 1章では本研究の背景と本研究の目的を述べた。 
第 2章では、水理実験を行って様々な諸元の規則波を鉛直不透過壁に作用させ、飛沫が発生する際
の換算沖波について検討し、港湾構造物に波が作用する際の飛沫の発生条件と波浪条件との関係を明
らかにした。さらに、数値波動水路を用いて水理実験を模擬し、実験では計測が困難な鉛直壁近傍に
おける流体運動を詳細に検討し、港湾構造物に波が作用する際の飛沫の発生条件を流体力学的な観点
から明らかにした。 
第 3章では、高速度カメラを用いて鉛直壁に波が作用して飛沫が発生する過程を撮影し、時々刻々
に発生・飛散する飛沫の径、飛散速度、飛散角度とともに飛沫の発生総数を求めた。さらに、発生飛
沫径ごとに飛沫個数の時間変化をシグモイド関数で表し、飛沫径の分布、飛沫の発生位置、発生個数、
飛散速度、飛散角度などの飛沫の特性量を考慮した飛沫発生過程のモデル化を試みた。 
第 4章では、第 2章で得られた知見に基づいて、没水長の小さいカーテンウォールを桟橋前面に設
置して港湾構造物の塩分供給低減を図る対策を提案した。現地実験を実施して、カーテンウォールに
よる伝達波高の低減効果を検証するとともに、桟橋下に 2年間設置したコンクリート供試体に含まれ
る塩化物イオン濃度を分析することによってカーテンウォールによる塩化物イオン供給低減効果を
明らかにした。 
第 5章では、各章で得られた結果を要約し、本論文の結論として取り纏めた。 
 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 古くから物資の輸送に船舶を利用してきた我が国は、輸送量の増加とともに港湾施設の大規模化・
高機能化に努めてきた。その結果、重量ベースで 99％以上の物資が船舶で輸送されており、港湾は
最も重要な社会基盤の役割を担っている。しかし、近年では社会基盤施設の経年劣化が顕著に現れる
ようになってきており、港湾施設も例外ではない。人口減少社会を迎える日本においては、効率的か
つ経済的な維持管理手法を模索し、確立する必要性に迫られている。 
 このような背景から、本論文の著者は、塩害劣化の報告が多い桟橋形式のコンクリート港湾構造物
を対象として、塩害劣化に密接に関与する海水飛沫の発生条件、発生飛沫の特性を明らかにするとと
もに、飛沫の発生抑制対策の検討を行っている。 
 まず、鉛直壁に波浪が作用して飛沫が発生する場合の波浪条件を室内実験によって求め、飛沫発生
条件を波浪条件と構造物設置水深によって表す指標の提案を行うとともに、飛沫の発生形態を分類し、
短周期波ほど低波高で飛沫が発生することを見出している。また、水理実験では得がたい鉛直壁面に
沿った流速成分を数値計算によって求め、その最大値をパラメータに加えて飛沫発生条件の精緻化を
図っている。次に、波浪が鉛直壁に作用して飛沫が発生する過程を、高速ビデオカメラを用いて
1,000fpsで撮影し、画像解析手法を適用して、飛沫径、飛散速度・飛散角度、発生飛沫総数を求め、
飛沫径の分布や総飛沫量が来襲波によって異なることを明らかにしている。さらに、飛沫径ごとの飛
沫発生総数の経時変化はシグモイド関数によって表現できることを見出している。 
 自らが明らかにした飛沫発生周期と波高の関係を考慮して、低波高波の伝達率の低減によって飛沫
の発生ひいては塩害の発生を低減するために、桟橋護岸の沖側端へのカーテンウォールの設置を提案
し、実海域実験を実施している。実海域実験に先立ち、規則波に対するカーテンウォールの波浪伝播
特性に関する既往知見を不規則波に適用する手法を提案し、水深に対するカーテンウォールの没水深
の比によって波高伝達率を低減することができる波浪周期が異なることを見出し、実海域における潮
位変動を考慮したカーテンウォールの波浪伝達特性を予測する手法を確立している。実海域実験では、
この手法の妥当性を検証するとともに、カーテンウォール供試体への塩化物イオン供給量に及ぼす影
響を暴露実験によって検証し、その有用性を確認している。 
 このように、本論文の著者は、港湾構造物の塩害劣化抑制に関して、有用かつ数多くの知見を得て
おり、これらの成果は海岸工学の発展に寄与するところが大きい。よって、本論文の著者は、博士（工
学）の学位を受ける資格があるものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
